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宿泊税を活用した県内市町への支援について 

 

１　要旨 

　　宿泊税を活用した事業の予算編成に向けて、市町が実施する事業の整理が必要となるため、宿泊税を活

用した県内市町への支援についての現時点における県の考え方を示し、事業提案の依頼を行う。 

 

２　これまでの経緯 

　　令和７年７月 31日に、県内全市町とのＷＥＢ会議を開催し、宿泊税を活用した市町支援に関して、

他県の事例を紹介した上で、市町から意見等を伺い、市町からは、次のような意見等があった。 

・財政状況が非常に厳しく、一般財源の増額は困難であるため、市町への補助事業として配分する場合

は補助率を 10/10 にしてほしい。 

・宿泊税の導入は広域周遊が目的なので、周遊促進に資するよう規模感の大きい事業に対し支援して

ほしい。 

・県においても、市町との連携事業や市町へ寄与するような事業を実施してほしい。 

・事業提案の依頼を行う際は、県が実施する事業のイメージも示してほしい。 

・市町支援の配分規模について、できる限り多くし配分してほしい。 

 

３　宿泊税を活用した観光振興 

（１）観光振興における目指す姿 

○　宿泊税導入を契機として、本県が日本を代表する観光地としてのブランド力を確立することで、 

　　　・　観光が本県経済の成長を支える産業の一つとして定着するとともに、 

・　地域に暮らす人々の生活の質が高まり、持続可能な形で地域全体が発展すること 

　　　　を目指す。 

○　「県民」、「観光客」、「事業者」それぞれの満足度を高める施策を県内全域で実施していく。 

 

（２）目指す姿の実現に向けた本県における課題　※個別の内容は別冊資料のとおり 

・県内全域への周遊促進　　　　　　　　・国内観光客数等の伸び悩み 

・観光消費額の増加に向けた対応　　　　・急増する外国人観光客への対応 

・観光関連事業者の人手不足等への対応　・観光施策の推進についての地域住民の理解の促進 

 

（３）宿泊税を活用した対象事業 

〇　観光振興に関する事業のうち、新規事業又は拡充事業とする。 

なお、新規事業は令和７年度に実施していない事業とし、拡充事業は既存事業のうち、質的・量

的及び面的に規模を拡大して実施する事業とする。 

○　観光の視点に立った環境整備などのまちづくりの推進や地域特有の資源の魅力向上を図るための

取組なども対象とする。 
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４　宿泊税の活用における考え方と県及び市町の役割分担等 

（１）観光振興施策における県と市町の役割分担　 

 

（２）県が実施する施策例　※個別の内容は別冊資料のとおり

 県が主導的に実施 市町が実施

 ・県全域に共通する広域的な課題解決のための施策 

・単一市町では完結しない広域的な課題に対して、

市町と連携して県が主導的に実施することが効率

的・効果的な施策 

※　市町への委託事業、補助事業として実施する

場合も想定

・単一市町では完結しない課題に対して、複数

市町が連携して実施する施策 

・地域特有の課題であり、地域ごとに取り組む

方が効率的・効果的な施策

・ 観光資源の磨き上げ・プロダクト開発(周遊促進) 

・ 受入環境整備（整備・修繕・拡充） 

・ 宿泊環境等の整備・充実 

・ 交通アクセスの円滑化等 

・ 複数市町・近隣県との広域連携 

・ 広島県の認知度向上 

・ 観光人材の育成 

・ 閑散期対策　　など

 

５　令和８年度における税収見込みについて 

昨年度時点では、税収見込みを令和７年の目標値の 1,500 万人泊に基づき算定した約 23.5 億円と

していたが、目標値と実績にまだ乖離があることから、令和６年の宿泊者数の実績（ＨＩＴ調査）で

ある 1,167 万人泊に基づき、現時点では令和８年度の税収を約 17.6 億円とし、徴収経費等を除き事

業として活用できる額を約 14.7 億円と試算している。 

 

６　宿泊税を活用した市町への支援方法について 

「提案分」と「宿泊割合分」を組み合わせて市町交付金として、次のとおり配分を予定　 

 

７　今後について 

市町に対し、上記の考え方を示すとともに、宿泊税を活用した事業の提案を依頼し、10 月下旬を

目途に事業案の提出を求めることとする。 

 

 

 市町交付金（提案分） 市町交付金（宿泊割合分）

 〇市町からの事業提案を受けて、県において事

業効果や県施策との整合性などの観点で審

査を行った上で支援する。 
〇現時点で配分規模は示さず、市町から提案を

受けた後固めていく。 
〇市町の一般財源による負担を求めないもの

とする（補助率の設定などは行わない。）。

〇宿泊者数全体に占める各市町の宿泊者数の

割合で配分し、市町の裁量による創意工夫を

凝らした事業を支援する。 
〇宿泊割合分全体を税収額（徴収経費等を除

く。）の 10％（約 1.5 億円）で仮置きする。 
〇先行県（福岡県）の事例を参考とし、算定額

が 50 万円未満となる市町については、50 万

円に切り上げている。 
※　市町ごとの配分額のイメージは別紙のと

おり
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【別紙】 


